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障がい福祉サービスとは

各務原市基幹相談支援センターすまいる
主任相談支援専門員 伊藤 亜都子



各務原市基幹相談支援センターについて

基幹相談支援センターの主な業務(障害のある方、疑いの方対象)

①総合相談・専門相談 ②権利擁護・虐待防止
③地域移行・地域定着 ④地域の相談支援体制の強化の

取り組み
各務原市では…
・障害種別、年齢を問わず、相談受付。関係機関への
連携。地域生活支援拠点コーディネーター配置。

・各務原市障がい者地域支援協議会事務局を市担当課
と運営。

・虐待防止センター(虐待の通報受付、研修実施)。
・各務原市障がい者地域支援協議会にて事例検討、研
修の実施。

・職員5名、各務原市役所内に設置。



高齢期出生 幼児期

家族の変化

きょうだいの独立、孫育て 親の介護

成人期

一般相談

（基幹相談、相談支援事業所）

きょうだいの誕生

障がい福祉サービスを利用する場合

障害児支援利用計画、サービス等利用計画作成、サービスの調整、その他

障害福祉サービス

利用計画相談

(相談支援事業所)

障がい相談支援の役割、種類

ケアプラン

相談

介護

保険

きょうだいの就学

進学、就職等

地域

包括相談

●本人のライフステージと家族のライフステージ

学齢期

本人の変化

一般相談(障害や障害が疑われる方の様々な相談)



高齢期

65歳以上
出生 幼児期

成人期

18歳以上

介護サービスと障がい福祉サービスの利用対象者

学齢期

人生において支援が必要な時は？

要介護

要支援

障がい福祉サービス利用なし 介護不要

要介護

要支援

障がい診断なし

障がい診断あり

介護不要

障がい福祉サービス利用→地域生活
支援事業のみ利用(区分なし)

自立支援給付利用(区分1～6あり)

障がい児福祉サービス利用
→区分なしでも利用可

特定疾病

40歳以上

総合事業

総合事業



障害者手帳について

●身体障害者手帳
・視覚(1～6級) ・肢体不自由(1～6級)
・聴覚又は平衡機能(2～6級)  ・内部(1～4級)
・音声言語(3～4級)

●療育手帳(A1～B2)
A1(IQ20未満 生活全般に常時支援が必要)
A2(IQ35未満 日常生活全般に常時支援が必要)
B1(IQ50未満 日常生活に支援が必要)
B2(IQ70～75未満   日常生活は可能)

＊18歳以前に知的障害が発現

●精神保健福祉手帳(1～3級)

＊手帳所持者でなくても自立支援医療の精神通院利用は可



障害者総合支援法とは？

障害者・障害児が他の国民と同じように、基本
的人権が守られ、自立した社会生活を送れるよ
うに様々な支援をおこなう
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障害の有無に関係
なく個人として尊重

共生社会の実現

どこでだれと住むか
決められる

身近な場所での支援

社会参加の機会確保

社会生活をする上での
障壁の除去

目的・理念

などなど…



障害者・児

都道府県

・広域支援 ・人材育成 等

介護給付

支援

地域生活支援事業

市 町 村

・居宅介護 ・重度訪問介護

・同行援護 ・行動援護
・療養介護 ・生活介護
・短期入所
・重度障害者等包括支援
・施設入所支援

・基本相談支援

・地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）
・計画相談支援

自立支援医療

・更生医療

・育成医療
・精神通院医療

・相談支援 ・意思疎通支援 ・日常生活用具

・移動支援 ・地域活動支援センター
・福祉ホーム等

補装具

自立支援給付

第２８条第１項

第５条第16項

第６条

第５条第22項

第５条第23項

第７７条第１項

第７８条

★自立支援医療のうち、精神
通院医療の実施主体は都道
府県及び指定都市

★原則として国が１／２負担

★国が１／２以内で補助

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労移行支援
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）
・就労定着支援（新規※）
・自立生活援助（新規※）
・共同生活援助 第２８条第２項

訓練等給付

相談支援

障害者総合支援法の給付・事業

※H30.4.1～
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＊居宅介護=訪問介護
名称が違うことあり



 地域生活支援事業費等補助金 ４９５億円 ○地域生活支援事業 ４４１億円   ○地域生活支援促進事業 ５４億円

（平成３０年度予算額） （４９３億円）        （４５１億円）                （４２億円）

○ 地域生活支援事業 （障害者総合支援法第77条・第77条の2・第78条）
 (1) 事業の実施主体である市町村等が、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施することにより、効果的・効率的な

事業実施が可能である事業
［地域の特性］ 地理的条件や社会資源の状況
［柔軟な形態］ ① 委託契約･広域連合等の活用 ② 突発的なニーズに臨機応変に対応可能

③ 個別給付では対応できない複数の利用者に対応可能
 (2) 地方分権の観点から、地方が自主的に取り組む事業（事業の実施内容は地方が決定）
 (3) 生活ニーズに応じて個別給付と組み合わせて利用することも可能。

・ 補助率 ※統合補助金
 市町村事業：国１／２以内･都道府県１／４以内で補助、 都道府県事業：国１／２以内で補助

○ 地域生活支援促進事業 （平成29年度に創設）
発達障害者支援、障害者虐待防止対策、障害者就労支援、障害者の芸術文化活動の促進等、国として促進すべき事
業について、特別枠に位置づけ、５割又は定額の補助を確保し、質の高い事業実施を図る。
・ 補助率 国１／２又は定額（10／10相当）

障害者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
地域の特性や利用者の状況に応じ、実施主体である市町村等が柔軟な形態により事業を計画的に実施。

概要

令和元年度予算額

事業内容

令和元年度予算額
４９５億円

地域生活支援事業等について
平成３０年度予算額

４９３億円



介護給付・訓練等給付・地域相談支援給付の支給決定プロセスについて

受
付
・申
請

障
害
支
援
区
分
の
認
定

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
案
作
成

支
給
決
定

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画

支
給
決
定
時
の

福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用

一定期間ごとの

モニタリング

サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画

支
給
決
定
後
の

サ

ー

ビ

ス

担

当

者

会

議
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サービス提供事業所と契約相談支援事業所と契約

計
画
相
談
利
用
契
約
（計
画
開
始
）

利
用
契
約
（サ
ー
ビ
ス
利
用
開
始
）

個
別
支
援
計
画
作
成

６
５
歳
以
上
は
介
護
保
険
優
先

市に申請



障害者総合支援法における「障害支援区分」の概要

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

必要とされる支援の度合い（低い） （高い）

○ 障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すもの。

① 障害支援区分の定義（法第４条第４項）

○ 市町村は、障害者等から介護給付費等の支給に係る申請を受理した場合、以下の手続きによる「障害支援区分の認定」を行う。

② 障害支援区分の認定手続き

市
町
村
へ
の
申
請

二
次
判
定

（
市
町
村
審
査
会
）

市
町
村
に
よ
る
認
定

（
申
請
者
へ
の
通
知
）

一
次
判
定

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
判
定
）

認定調査員による
訪問調査の結果

（認定調査の結果）

主治医の意見書
（医師意見書）

認定調査員による
特記事項

主治医の意見書
（医師意見書）

③ 市町村審査会による二次判定結果（平成27年10月～平成28年９月）

非該当 区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６ 合計 

71件 6,163件 46,914件 53,224件 46,478件 37,538件 59,479件 249,867件

0.0% 2.5% 18.8% 21.3% 18.6% 15.0% 23.8% 100.0%
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介護度と障害程度区分について

要支援(1、2)、介護度(1～5)について

要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

低 利用限度額 高

[留意点]

・要支援、介護度が低いと使えない介護サービスあり

・介護度によって利用限度額が異なる為、1割負担で利用できる介護サービスには制限がある



[留意点]

・50歳以上は生活介護区分2以上、施設入所支援区分3以上で利用可

・訓練等給付は区分なし、介護給付については表記以外のサービスは区分1から利用可

・障がい福祉サービスの支給については利用量の上限はあるが、区分による上限は目安のみ

介護度と障害程度区分について

障害程度区分1～6段階

区分1 区分2 区分3 区分4 区分5 区分6

生活介護

施設入所、重度訪問介護、行動援護

療養介護

重度障害者等包括支援



利用者負担について

区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 市町村民税非課税世帯(注1) ０円

一般１ 市町村民税課税世帯（所得割１６万円(注2)未満）

※入所施設利用者（２０歳以上）、グループホー
ム・ケアホーム利用者を除く。(注3)

９，３００円

一般２ 上記以外 ３７，２００円
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＜障害者の場合＞

（注１）３人世帯で障害者基礎年金１級受給の場合、収入が概ね３００万円以下の世帯が対象となります。
（注２）収入が概ね６００万円以下の世帯が対象になります。
（注３）入所施設利用者（２０歳以上）、グループホーム、ケアホーム利用者は、市町村民税課税世帯の場合
は「一般２」。

＜障害児の場合＞

区分 世帯の収入状況 負担上限月額

生活保護 生活保護受給世帯 ０円

低所得 市町村民税非課税世帯 ０円

一般１

市町村民税課税世
帯

（所得割２８万円
(注)未満）

通所施設、ホームヘルプ
利用の場合

４，６００円

入所施設利用の場合 ９，３００円

一般２ 上記以外 ３７，２００円

種別 世帯の範囲

１８歳以上の
障害者
(施設に入所

する１８、１９
歳を除く)

障害のある方と
その配偶者

障害児
(施設に入所

する１８，１９
歳を含む)

保護者の属する
住民基本台帳で
の世帯

（注）収入が概ね８９０万円以下の世帯が対象。 ※R1.10.1 ～ 幼児教育の無償化について、就学前の障害児の児童発達支援について実施予定。

＜世帯の範囲＞
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サービス等利用計画・障害児支援利用計画

利用者氏名（児童氏名） 障害程度区分 相談支援事業者名

計画作成担当者

地域相談支援受給者証番号 通所受給者証番号

計画作成日 モニタリング期間（開始年月） 利用者同意署名欄

総合的な援助の方針

長期目標

短期目標

福祉サービス等

種類・内容・量（頻度・時間）
提供事業者名

（担当者名・電話）

1

2

3

4

5

6

定期的
ていきてき

な通院
つういん

で、病状
びょうじょう

管理
かんり

が

できる。

1ヶ月
げつ

家族
かぞく

の支援
しえん

で通院
つういん

（月
つき

一回
いっかい

）

医師
いし

による診察
しんさつ

、服薬
ふくやく

管理
かんり

夫
おっと

実家
じ っ か

の母
はは

薬
くすり

を正
ただ

しく飲
の

む 1ヵ月
げつ

実母
じつぼ

の協力
きょうりょく

イライラを少
すく

なくしたい。 呼吸法
こきゅうほう

や体
からだ

の力
ちから

を抜
ぬ

くなど、気
きぶ

分
ん

を変
か

える方法
ほうほう

を学
まな

ぶことが

できる。

１２ヵ月
げつ

イライラした時
とき

、パニックになり

そうな時
とき

、生活
せいかつ

介護
かいご

事業所
じぎょうしょ

、居
きょ

宅
たく

支援
しえん

事業所
じぎょうしょ

、相談
そうだん

事業所
じぎょうしょ

職
しょく

員
いん

と一緒
いっしょ

に、気分
きぶん

の変
か

え方
かた

の

練習
れんしゅう

をする。

全
すべ

ての担当者
たん とう しゃ

気分
きぶん

を安定
あんてい

できるように気分
きぶん

を

変
か

える努力
どりょく

をする

６ヶ月
げつ

呼吸法
こきゅうほう

、体
からだ

の力
ちから

を抜
ぬ

く、楽
たの

しいイメージを

思
おも

い浮
う

かべる等
など

、パニックまで陥
おちい

らないよ

うに、気分
きぶん

を変
か

える練習
れんしゅう

への各
かく

支援者
しえんしゃ

が

アドバイスを行
おこな

っていく

病状
びょうじょう

を安定
あんてい

させ、発作
ほっさ

なく安心
あんしん

した生活
せいかつ

がしたい。

1ヵ月
げつ

　

味付
あじつ

けがこれでいいのかわか

らない。いつも沢山
たくさん

作
つく

ってしま

う。自信
じしん

を持
も

って調理
ちょうり

ができる

ようになりたい。

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に調理
ちょうり

し

ながら、調理
ちょうり

に自信
じしん

が持
も

てる

ようになる。

１２ヵ月
げつ

居宅
きょたく

介護
かいご

（家事
かじ

援助
えんじょ

）週
しゅう

２回
かい

（各
かく

1時間
じかん

）

・掃除
そうじ

・洗濯
せんたく

・調理
ちょうり

〃

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に家事
かじ

を

する。

1ヵ月
げつ

　

衣類
いるい

の片付
かたづ

けが上手
じょうず

にできな

い。上手
じょうず

に片付
かたづ

けができるよう

になりたい。

台所
だいどころ

の棚
たな

の中
なか

の片付
かたづ

けができ

ない。わかりやすく片付
かたづ

けがで

きるようになりた。

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に片付
かたづ

け

ながら、片付
かたづ

けのルールを学
まな

ぶことができる。

6ヶ月
げつ

居宅
きょたく

介護
かいご

（家事
かじ

援助
えんじょ

）週
しゅう

２回
かい

（各
かく

1時間
じかん

）

・掃除
そうじ

・洗濯
せんたく

・調理
ちょうり

〃

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に家事
かじ

を

する。

６ヶ月
げつ

キッチンの掃除
そうじ

が上手
じょうず

にでき

ない。いつもきれいにしたい。

洗濯
せんたく

もののたたみ方
かた

がわから

ない。上手
うま

くたためるようにな

りたい。

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に掃除
そうじ

を

しながら、手順
てじゅん

や方法
ほうほう

を学
まな

ぶこ

とができる。

６ヶ月
げつ

居宅
きょたく

介護
かいご

（家事
かじ

援助
えんじょ

）週
しゅう

２回
かい

（各
かく

１時間
じかん

）

・掃除
そうじ

・洗濯
せんたく

・調理
ちょうり

C事業所
じぎ ょ う し ょ

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に家事
かじ

を

する。

１ヵ月
げつ

初
はじ

めての居宅
きょたく

介護
かいご

利用
りよう

の為
ため

、本人
ほんにん

が相
そう

当
とう

緊張
きんちょう

することが予想
よそう

される。その為
ため

、

最初
さいしょ

は週
しゅう

一回
いっかい

より開始
かいし

し、本人
ほんにん

の様子
ようす

を

見
み

ながら変更
へんこう

していく。また、内容
ないよう

につい

ても随時
ずいじ

確認
かくにん

していく。

ひとりでいると退屈
たいくつ

でしかたが

ない。ぽぷらで楽
たの

しく過
す

ごした

い。

毎日
まいにち

通所
つうしょ

し、気分
きぶん

を安定
あんてい

させ

楽
たの

しく過
す

ごすことができる。

１２ヵ月
げつ

A生活
せいかつ

介護
かいご

事業所
じぎょうしょ

へ週
しゅう

５日
ひ

、９

時
じ

１５分
ふん

から５時
じ

まで通所
つうしょ

す

る。

イライラすることなく、好
す

きなミシ

ンの仕事
しごと

をする。

A生活
せいかつ

介護
か い ご

事業所
じぎ ょ う し ょ

バスの時間
じかん

までに間
ま

に合
あ

うよう

に用意
ようい

する。

気分
きぶん

を安定
あんてい

出来
でき

るように、気
きぶ

分
ん

を変
か

える努力
どりょく

をする

支援者
しえんしゃ

が近
ちか

くにいることで、不安
ふあん

やわからないことがすぐに確認
かくにん

できるような環境
かんきょう

を作
つく

る。

生活
せいかつ

が安定
あんてい

することで、心
こころ

を安定
あんてい

させ穏
おだ

やかに暮
く

らすことができる。

生活
せいかつ

にルールを作
つく

り、安心
あんしん

して生活
せいかつ

ができるようになる。

ヘルパーさんと一緒
いっしょ

に家事
かじ

を行
おこな

うことで、家事
かじ

に自信
じしん

が持
も

てる。

優先
順位

解決すべき課題
（本人のニーズ）

支援目標
達成
時期

課題解決のための
本人の役割

評価
時期

その他留意事項

 

2020/〇/〇 ７月より３ヶ月間は毎月　その後は3ヶ月に一度

利用者及びその家族の
生活に対する意向
（希望する生活）

生活
せいかつ

への不安
ふあん

をなくし、安心
あんしん

した生活
せいかつ

を送
おく

りたい。

0

Hさん 区分4 Ｂ相談支援事業所

障害福祉サービス受給者証番号 ０円利用者負担上限額
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サービス等利用計画・障害児支援利用計画

利用者氏名（児童氏名） 障害程度区分 相談支援事業者名

保護者氏名 本人との続柄

計画作成担当者

地域相談支援受給者証番号 通所受給者証番号

計画開始年月

月 火 水 木 金 土 日・祝 主な日常生活上の活動

　

　

　 　 　

週単位以外のサービス

サービス提供
によって実現
する生活の
全体像

利用者負担上限額

2020/〇/〇

2:00

4:00

・本人
ほんにん

とヘルパーさんとで一緒
いっしょ

に家事
かじ

を行
おこな

うことで、一
ひと

つ一
ひと

つの家事
かじ

に見本
みほん

とルールを得
え

ることができる。それにより、本人
ほんにん

の家事
かじ

への不安
ふあん

と心配
しんぱい

を減
へ

らすことを目標
もくひょう

としていく。

・支援者
しえんしゃ

が近
ちか

くにいることで、不安
ふあん

や疑問
ぎもん

、心配
しんぱい

ごとを一緒
いっしょ

に解決
かいけつ

できる。

・心配ごとを減らすことができることで、心の安定を図ることができる。

・本人
ほんにん

のイライラのタイミングをはかり、気持
きも

ちの切
き

り替
か

えの方法
ほうほう

を、全
すべ

ての支援者
しえんしゃ

が共通
きょうつう

の方法
ほうほう

で支援
しえん

することで、気持
きも

ちのコントロールを習得
しゅうとく

することを目的
もくてき

としていく。

・気持
きも

ちのコントロールができることで、他者
たしゃ

との関係
かんけい

に於
お

いてトラブルを減
へ

らすことができる

20:00

22:00

0:00

18:00

Hさん 区分4

16:00

0

10:00

12:00

14:00

8:00

6:00

障害福祉サービス受給者証番号

・居宅介護（家事援助）
火・金16：00～17：00　最小は様子を見なが
ら実施していく。

Ｂ相談支援事業所

6064 ０円 0

0 0

 

起床・夫の送り出し 起床・夫の送り出し 起床・夫の送り出し 起床・夫の送り出し 起床・夫の送り出し 起床・夫の送り出し

洗濯 洗濯 洗濯 洗濯 洗濯 洗濯

朝食

バス停まで徒歩

A生活介護事業所

夕食

帰宅

就寝

入浴

ＴＶ

朝食

バス停まで徒歩

A生活介護事業所

夕食

帰宅

就寝

入浴

ＴＶ

朝食

バス停まで徒歩

A生活介護事業所

夕食

帰宅

就寝

入浴

ＴＶ

朝食

バス停まで徒歩

A生活介護事業所

夕食

帰宅

就寝

入浴

ＴＶ

朝食

バス停まで徒歩

A生活介護事業所

夕食

帰宅

就寝

入浴

ＴＶ

二度寝

（母の迎え）

実家

夕食

就寝

ＴＶ・入浴

起床

モーニング

昼食

夕食

就寝

居宅介護（家事援助） 居宅介護（家事援助）



自立支援医療制度の概要

根     拠    法 ： 障害者総合支援法

概         要 ： 障害者（児）が自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な心身の障害の状態を軽減するための医療（保険
 診療に限る。）について、当該医療費の自己負担額を軽減するための公費負担医療制度

※ 所得に応じ１月あたりの自己負担上限額を設定（月額総医療費の１割がこれに満たない場合は１割）
※ 保険優先のため、通常、医療保険の自己負担分（３割）と上記の自己負担上限額の差額分を自立支援医療費により支給

実  施  主  体 ： 【更生医療・育成医療】 市町村 【精神通院医療】 都道府県・指定都市

負  担  割  合 ： 【更生医療・育成医療】 国 1/2，都道府県1/4，市町村1/4  【精神通院医療】 国1/2，都道府県・指定都市1/2

支給決定件数 ： 【更生医療】 251,789件 【育成医療】 32,100件 【精神通院医療】 1,817,829件  ※平成27年度

更 生 医 療 ： 身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者で、その障害の状態を軽減する手術等の治療により確実に効果
が期待できる者（18歳以上）

育 成 医 療  ： 児童福祉法第４条第２項に規定する障害児のうち、障害に係る医療を行わないときは将来において身体障害者
福祉法別表に掲げる障害と同程度の障害を残すと認められ、手術等により確実な治療の効果が期待できる者
（18歳未満）

精神通院医療 ： 精神保健福祉法第５条に規定する精神疾患（てんかんを含む。）を有する者で、通院による精神医療を継続的
に要する者

根拠法及び概要

対  象  者

（精神通院医療）
精神科専門療法
訪問看護

（更生医療・育成医療）
肢体 不自由 ･･･ 関節拘縮 → 人工関節置換術 言語障害 ･･･ 口蓋裂 → 形成術
視 覚 障 害 ･･･ 白内障  → 水晶体摘出術 免疫機能障害 ･･･ 抗HIV療法 
聴 覚 障 害 ･･･ 高度難聴 → 人工内耳埋込術
内 臓 障 害 ･･･ 心臓機能障害 → ペースメーカー埋込手術

      腎臓機能障害 → 腎移植、人工透析 肝臓機能障害 → 肝移植

＜先天性内臓障害＞  鎖肛  →  人工肛門の造設 ※ 育成医療のみ

対象となる医療の例
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重度障がい者（児）医療費助成制度について

健康保険証と福祉医療費受給者証提示で保険内診療分のみ
助成（窓口無料）。県外医療機関受診時は一旦窓口で支払
い、市に申請後口座に振り込み。

[対象者]
・身体障害者手帳 1～3級

・療育手帳 A1～B1
療育手帳B2かつ身障手帳4級～6級所持者

・精神保健福祉手帳 1～2級

＊所得制限あり



各務原市の障がい者について

■各障害者手帳所持者の推移

１．身体障害者手帳所持者の推移（単位：人）

年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末 R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末

身体障害者手帳 6,643 5,707 5,814 5,889 5,913 5,966 6,071 5,995 5,439 5,509 5,538 5,471 5,351 5,363 5,229 

※26年度に、21年度末～25年度末を修正（死亡者を削除） ※マイナンバー制度導入
に伴い修正（転出者を削除）

２．療育手帳所持者の推移（単位：人）

年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末 R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末

療育手帳（知的） 830 883 925 968 986 1,029 1,070 1,106 1,160 1,218 1,264 1,298 1,327 1,381 1,422 

３．精神障害者手帳・精神通院医療受給者証所持者の推移（単位：人）

年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末 28年度末 29年度末 30年度末 R1年度末 R2年度末 R3年度末 R4年度末

精神障害者保健福祉手帳 473 551 624 671 724 796 910 905 961 1,061 1,173 1,288 1,384 1,500 1,581 

精神通院医療 841 1,032 1,020 1,067 1,103 1,177 1,230 1,242 1,336 1,409 1,472 1,588 1,872 1,843 1,891 

■計画相談児者数の推移（モニタリング含む）

1,307

合　計 3,172 3,502 3,485 3,888 4,168

障がい児 898 1,031 976 1,100

R4年度

障がい者 2,274 2,471 2,509 2,788 2,861

H３０年度 Ｒ１年度 R２年度 R3年度
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